
ジェトロ大連事務所では、本邦企業の中国東北3省への事業展開と進出日系企業の事業活動を支援するため、在大連の法律事務所、会計事務所と契約し、「法務・労務・税務・会計」に関する無料相談サービスを実施しております。オンラインでのご相談も可能です。以下の要件を満たす中堅・中小企業につき、1社あたり年度内2時間（1時間×2回または2時間×1回）のご相談が可能で、サービスのご利用方法と申込書は別添をご参照ください。
【中堅企業】中小企業基本法による中小企業者以外のもののうち、会社法（平成17年法律第86号）第2条第1号に規定する会社であって、応募日において確定済の直近決算の売上高が1,000億円未満又は常用雇用者1,000人未満の者。
【中小企業（以下（1）、（2）の両方の条件を満たすこと）】

（1）中小企業基本法に基づく中小企業の定義【https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm】

	申込企業の主業種

	中小企業者（下記のいずれかを満たすこと）

	
	資本金または出資金
	常時使用する従業員数

（単体）

	製造業/建設業/運輸業
	3 億円以下
	300 人以下

	卸売業
	1 億円以下
	100 人以下

	サービス業（ソフトウェア業/情報処理サービス業/旅館業含む）
	5,000 万円以下
	100 人以下



	小売業
	5,000 万円以下
	50 人以下


（2）経済産業省が定める中小企業の定義（全て満たすこと）
（a）資本金又は出資金が5 億円以上の法人に、直接又は間接に100％の株式を保有される、中小・小規模事業者ではないこと。
（b）確定している（申告済みの）直近過去3 事業年度の課税所得の年平均額が15 億円を超えない中小・小規模事業者。
別添
サービスご利用方法
１．下記申込書に必要事項をご記入のうえジェトロ大連事務所宛てに、電子メール（PCD@jetro.go.jp）にてご送　付ください。ご相談内容によっては対応できない場合もあります。あらかじめご了承下さい。
２．文書による回答や別途調査が必要な場合は、ご相談者様に費用をご負担いただくことがあります。

　
申　込　書
以下のとおり無料相談サービスを希望します。　　　　　　　　　　　　　　　申込日　　年　月　日
	相談希望
日時
	第1希望　　　　年　　月　　日　　午前・午後
第2希望　　　　年　　月　　日　　午前・午後
※申込受領後、日程等を調整のうえ折り返しご連絡いたします。

	貴社名
	

	ご担当者名
	

	ご連絡先
	TEL　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　

	ご相談の種類
	法務・労務・税務・会計　　　　　※○で囲んでください。

	ご相談内容
（要点をできるだけ具体的にご記入下さい）
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以上
日本貿易振興機構（ジェトロ）大連事務所


「法務・労務・税務・会計」無料相談サービス





※ご記入いただいたお客様の情報は適切に管理し、無料相談サービス運営のために使用します。


※お客様の個人情報保護管理者：ジェトロ大連事務所所長　電話：0411-8360-9418








